
証券コード　4388
2020年６月９日

株　主　各　位
東京都文京区西片一丁目15番15号
株 式 会 社 エ ー ア イ
代表取締役社長 吉 田 大 介

第17回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2020年６月23日（火曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお
願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2020年６月24日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
２．場 所 東京都千代田区神田錦町三丁目22番

ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ神保町
（テラススクエア　３階）
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第17期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。

新型コロナウイルスの感染予防および拡散防止のため、株主様におかれましては、可能な限り郵送
にて議決権の事前行使をお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をイン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.ai-j.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、企業の働き方改革による雇用・所得環境の改善、オリン

ピック関連工事の増加、ラグビーワールドカップの日本開催、消費税増税前の駆け込み需要な
どにより、内需は堅調に推移していました。しかし、新型コロナウイルス感染症が世界的に大
流行すると状況は一変し、海外からの観光客の激減、国内イベントの中止、外出自粛などの影
響により個人消費が減少、企業収益の悪化が避けられない状況となりました。

当社が属する音声合成市場は、電話自動応答システム、カーナビゲーション、防災行政無線
などの情報伝達手段としての利用用途から、ＡＩ（人工知能）の品質向上により、コミュニケ
ーションロボット、車載器の対話システムなど、対話型の利用用途へと変化し、更に、海外か
らの観光客の増加、東京オリンピック開催に向け、外国人への情報提供手段としての利用用途
として音声合成市場は順調に推移してきましたが、昨今の働き方改革、新型コロナウイルス感
染症の拡大によるテレワーク、在宅学習の推進等により、e‐ラーニング用途での利用が拡大
している状況にあります。

音声合成市場は、様々な企業参入により競争が激化しており、より品質の高い技術を投入す
るために研究開発費、製品開発費が増加する傾向にありますが、当社は今後更なる成長機会と
捉え、「エーアイは音声技術で社会に新しい価値をつくり続けます」の企業理念のもと、積極
的かつ堅実に事業を進めてまいります。

当事業年度の音声合成事業は、コンシューマー向け製品の売上が90,339千円（前年同期比
13.5％減）と苦戦しましたが、法人向け製品の売上が499,337千円（同17.8％増）、法人向
けサービスの売上が229,450千円（同9.9％増）と順調に推移した結果、当事業年度の売上高
は819,128千円（同11.1％増）、営業利益は273,659千円（同29.6％増）、経常利益は273,236
千円（同35.1％増）、当期純利益は172,578千円（同14.9％増）となりました。

－ 2 －



なお当社は音声合成事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりま
せんが、特性に応じた３つの区分別の売上高につきましては、以下のとおりであります。

サービス別売上高

サ ー ビ ス の 名 称

第 16 期
（2019年３月期）

（前事業年度）

第 17 期
（2020年３月期）

（当事業年度）
前事業年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

法 人 向 け 製 品 423,959千円 57.5％ 499,337千円 61.0％ 75,378千円 17.8％

法 人 向 け サ ー ビ ス 208,726 28.3 229,450 28.0 20,724 9.9

コンシューマー向け製品 104,479 14.2 90,339 11.0 △14,140 △13.5

合 計 737,165 100.0 819,128 100.0 81,963 11.1

②　資金調達の状況
当社は、新株予約権の行使により、普通株式が102,000株増加し、資本金が5,870千円、資

本剰余金が5,870千円増加しております。
この結果、当事業年度末において、資本金149,471千円、資本剰余金204,125千円となって

おります。

③　設備投資の状況
当事業年度における設備投資の総額は8,763千円であり、本社の内装工事4,350千円、日常

業務用コンピュータやシュレッダーの購入2,613千円、宣伝用動画の制作800千円、開発用ソ
フトウェアライセンスの購入999千円によるものであります。

なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 14 期
（2017年３月期）

第 15 期
（2018年３月期）

第 16 期
（2019年３月期）

第 17 期
（2020年３月期）
(当事業年度)

売 上 高(千円) 451,431 591,052 737,165 819,128

経 常 利 益(千円) 116,129 147,858 202,175 273,236

当 期 純 利 益(千円) 76,887 109,415 150,230 172,578

１株当たり当期純利益 (円) 19.57 24.73 30.84 34.12

総 資 産(千円) 623,090 796,931 1,211,977 1,189,149

純 資 産(千円) 534,580 692,196 1,103,583 1,047,934

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 137.99 148.73 219.14 208.84

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純
資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
当社が属する音声合成市場におきましては、ＡＩ分野、インバウンド分野、e-ラーニング分野

など利用機会が増加傾向にあることから、今後ますます音声技術の業界が重要な役割を担ってい
くものと想定しております。当社が今後さらなる成長と発展を遂げるためには、様々な課題があ
ると認識しております。上記を踏まえ、当社が対処すべき課題は下記のとおりであります。

①　新技術の研究開発
音声合成の利用が拡大してきたことに伴い、研究開発のスピードも加速しております。こ

の数年、各分野で深層学習の研究が盛んに行われておりますが、音声合成分野においても、
深層学習を活用した新しい音声合成技術ＤＮＮ（Deep Neural Network）の研究が進めら
れております。当社においても、最新の技術をキャッチアップし、また、顧客ニーズの変化
を捉え、新しい製品を市場に投入していくことが重要であると考えております。

②　人材の確保及び育成
新しい技術、新しい製品を継続的に研究開発し、販売していくためには、優秀な人材の継

続的確保が重要であると考えております。また、音声技術という特殊分野であるため、採用
した研究者、開発者及び営業担当者の育成が重要であると考えております。

③　安定収入の確保
当社の事業基盤はライセンスビジネスであり、音声合成エンジンの使用許諾を与えること

により、継続的に許諾料をいただくモデルであります。現在は、月額使用料、ロイヤリティ、
継続的なクラウドサービスの利用、サポートサービス等で継続的な安定収入を確保しており
ます。今後、事業を拡大していくにあたり、新規事業の開発及び安定的な収入を確保するこ
とが重要であると考えております。

④　新しいマーケットの創出
音声合成が広く利用されるようになり、今後、様々な分野において利用が進むものと考え

ておりますが、現在、確立されたマーケットは、電話の自動応答システム、防災行政無線、
音声対話等、まだまだ限られたものであります。更に、新しいマーケットを創出していくこ
とが重要であると考えております。

⑤　内部管理体制の充実
当社は、今後継続的に事業を拡大していくためには、コーポレート・ガバナンス機能の強

化は必須であり、内部統制システムの適切な整備及び運用が重要であると考えております。
また、成長のステージに応じて人的強化を行い、内部管理体制の構築を図ってまいります。
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⑥　ブランディング
当社の今後の成長のためには、音声合成技術を世の中に広めるとともに、「音声技術のエ

ーアイ」「音声合成＝AITalk®」と認知されるように、ブランディングしていくことが重要
であると考えております。

これらの課題に対応し、今後継続的な発展を実現するために努めてまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し

上げます。

⑸　主要な事業内容（2020年３月31日現在）
当社の主要な事業は音声合成エンジン及び音声合成サービスの提供であります。
現在提供している主な製品、サービスは下記のとおりであります。

区 分 製 品 名

法 人 向 け 製 品

AITalk® 声の職人®

AITalk® 声プラス®

AITalk International®

AITalk® SDK

AITalk® Server

micro AITalk®

AITalk® Custom Voice®

法 人 向 け サ ー ビ ス

AITalk® 声の職人® クラウド版

AITalk® WebAPI

AITalk® Web読み職人®

AITalk®製品に関するサポート業務

コンシューマー向け製品

かんたん！AITalk®

かんたん！アフレコTM

AITalk® あなたの声®

VOICEROID®シリーズ 琴葉 茜®・葵®

VOICEROID®シリーズ 伊織 弓鶴TM

－ 6 －



⑹　主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）
本 社 東京都文京区西片一丁目15番15号

開 発 セ ン タ ー 京都府相楽郡精華町光台２丁目２番２号
株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）内

⑺　使用人の状況（2020年３月31日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

40（10）名 4名増（2名減） 35.9歳 4.6年
（注）１．使用人数は就業人員であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。
２．当社は、音声合成事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしてお

りません。

⑻　主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
該当事項はありません。

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（2020年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 18,000,000株
⑵　発行済株式の総数 5,138,000株（自己株式120,028株を含む）

（注）１．2019年11月18日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ
り読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、2019年11月19日に東
京証券取引所の自己株式の自己株式立会外買付取引（ToSTNet-3）により、自
己株式の総数は120,000株増加しております。

２．新株予約権の行使により、発行済株式の総数は102,000株増加しております。
⑶　株主数 4,175名
⑷　大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

廣 飯 伸 一 880,000株 17.54％

吉 田 大 介 792,000 15.78

合 同 会 社 吉 田 事 務 所 575,000 11.46

株 式 会 社 ソ ル ク シ ー ズ 350,000 6.97

吉 田 大 志 150,000 2.99

亀 井 佳 代 145,000 2.89

Ｔ Ｉ Ｓ 株 式 会 社 100,000 1.99
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 証 券 投 資 信 託 口 ） 95,000 1.89

吉 田 　 昭 48,000 0.96

株 式 会 社 国 際 電 気 通 信 基 礎 技 術 研 究 所 30,000 0.60

平 井 啓 之 30,000 0.60

（注）１．当社は自己株式を120,028株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
３．持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

－ 8 －



３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2020年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 吉 田 大 介

取 締 役 副 社 長 廣 飯 伸 一 ビジネスソリューショングループ統括

取締役（常勤監査等委員） 栗 原 　 学
栗原公認会計士事務所　所長
鹿島プライベートリート投資法人　監督役員
株式会社ジャストシステム　社外取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 杉 山 　 浩 杉山公認会計士事務所　所長

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 飛 松 純 一

外苑法律事務所　弁護士
株式会社アマナ　社外監査役
株式会社キャンディル　社外監査役
MS&ADインシュアランスグループホールディング
ス株式会社　社外取締役
エネクス・インフラ投資法人　監督役員

（注）１．監査等委員である取締役の３名は、社外取締役であります。
２．取締役（常勤監査等委員）栗原学氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。常勤の監査等委員として選定している理
由は、情報収集の充実を図り、内部監査担当等との十分な連携を通じて監査の実効性を高
め、監査・監督機能を強化することができるものと考えているからであります。

３．取締役（監査等委員）杉山浩氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役（監査等委員）飛松純一氏は、弁護士の資格を有しており、会社法等に関する相当
程度の知見を有するものであります。

５．当社は、社外取締役栗原学氏、杉山浩氏、飛松純一氏を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６．2019年６月27日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって、取締役平井啓之氏、古澤
仁氏及び取締役（常勤監査等委員）上條弘氏は任期満了により退任いたしました。
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⑵　責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社と栗原学氏、杉山浩氏、飛松純一氏との

間で、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ
く損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。た
だし、責任限定が認められるのは、責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失
がないときに限定しております。

⑶　取締役の報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
（－）

41,000千円
（－）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
（4名）

11,100千円
（11,100千円）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

8名
（4名）

52,100千円
（11,100千円）

（注）１．上表には、2019年６月27日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
（監査等委員を除く）２名及び取締役（監査等委員）１名（うち社外取締役１名）を含ん
でおります。

２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、第14期定時株主総会（2017年６月30日）
において年額90,000千円以内と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、第14期定時株主総会（2017年６月30日）におい
て年額20,000千円以内と決議いただいております。
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⑷　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係

　取締役（常勤監査等委員）栗原学氏は、栗原公認会計士事務所の所長であり、鹿島プライベ
ートリート投資法人の監督役員、株式会社ジャストシステムの社外取締役であります。当社は、
同事務所及び同社と特別な関係はありません。
　取締役（監査等委員）杉山浩氏は、杉山公認会計士事務所の所長であります。当社は、同事
務所と特別な関係はありません。
　取締役（監査等委員）飛松純一氏は、外苑法律事務所の弁護士であり、株式会社アマナの社
外監査役、株式会社キャンディルの社外監査役、MS&ADインシュアランスグループホールデ
ィングス株式会社の社外取締役、エネクス・インフラ投資法人の監督役員であります。当社は、
各兼職先と特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
活 動 状 況

社外取締役（常勤監査等委員）
栗 原 　 学

2019年６月27日就任以降、当事業年度に開催された取締役会14
回のうち14回、監査等委員会10回のうち10回に出席し、公認会
計士としての長年の業務において培ってきた知識、見地から発言
を行ってきました。

社 外 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
杉 山 　 浩

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査等委員
会13回のうち13回に出席し、会計・税務における長年の業務に
おいて培ってきた知識、見地から発言を行ってきました。

社 外 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
飛 松 純 一

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査等委員
会13回のうち13回に出席し、弁護士としての長年の業務におい
て培ってきた知識、見地から発言を行ってきました。

－ 12 －



５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14百万円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区分できませんので、上記
の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しています。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の
報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査
等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

－ 13 －



６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　法令・定款及び社会規範を遵守するための「企業行動規範」を制定し、役員及び従業員が高
い倫理観に基づいて行動し、公正かつ透明性の高い経営体制の確立を図る。

②　同基準の具体的な行動指針として、「コンプライアンス規程」を定め、その運用管理を担当
するコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の構築、維持にあたる。

③　コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を
図る。

④　内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅速に対応する。
（当該体制の運用状況）

当社は、役員及び従業員に対し集合研修、動画聴講等によるコンプライアンス教育を実施し
ております。法令遵守体制の監視及び業務執行の適切性の確保を目的として、代表取締役直轄
の組織である内部監査担当を設置し、各業務が法令、定められた社内規程に従って、適正かつ
合理的に執行されているか定期的に監査し、その結果を代表取締役に報告しております。また、
内部通報窓口を設置し、法令や企業倫理に反する行為の未然防止に努めております。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　株主総会、取締役会等重要な会議の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報について

は、法令及び「文書管理規程」等の関連規程に従い、適切に保存及び管理を行う。
②　経営に関する重要情報については、閲覧権限を明確化し周知徹底するとともに、その取扱い

に関する役員及び従業員への教育を行う。
（当該体制の運用状況）

法令及び文書管理規程などの社内規程に基づき必要な文書等を保存・管理し、文書等を速や
かに閲覧できる体制を整えております。
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⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　会社の経営危機、リスクに対する対処方法及び管理の体制等について定めた「危機管理規程」

を制定し、適切な危機管理体制を構築する。
②　有事の際は、「危機管理規程」に従い、代表取締役が対策本部を設置し、必要に応じて顧問

弁護士等と迅速な対応をとれる体制を構築する。
（当該体制の運用状況）

当社は、経営会議において、具体的な損失の危険の可能性及びそのリスクコントロールの方
法、体制に関して審議し、その結果を取締役会及び監査等委員会に報告する制度を構築してお
ります。当事業年度においては、リスクアセスメントを行い、経営会議でリスク及びそのコン
トロールの方法等について協議を行いました。また、危機発生を未然に防ぐため、内部監査担
当は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、法令定款違反その他の事由に基づき、
損失の危険のある業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれがもた
らす損失の程度等について直ちに担当部署に通報するとともに、各担当役員と連携しながら、
リスクを最小限に抑える体制を整えております。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は、取締役会を毎月開催するほか、同会議での決議を迅速、かつ円滑に行うため、取締

役、執行役員及び部門責任者から構成する「経営会議」を、毎月定期的に開催する。
②　当社は、経営会議を、取締役会に次ぐ意思決定機関と位置づけ、経営に係わる諸事項の審議

を行うとともに、取締役会で承認された中期経営計画及び単年度事業予算の組織毎の目標・
方針・重点施策に関し、目標の達成状況、方針・施策の展開状況を月次・四半期毎にチェッ
クする業績管理を行う。

③　業務執行については、「職務権限規程」、「職務分掌規程」その他の関連規程に基づき、役
員及び従業員の職務分担、権限を明確化し、適正な管理水準を維持できる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
当社は、当事業年度において13回の経営会議、17回の取締役会を開催し、上記記載の運用

をいたしました。

－ 15 －



⑸　監査等委員会及び監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合
における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）か
らの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　監査等委員の求めに応じて、監査等委員会の同意のもとに、補助すべき使用人として、監査
計画に従い必要な人員を配置する。

②　監査等委員会及び監査等委員である取締役を補助する使用人は、その職務に関して監査等委
員である取締役の指揮命令のみに服し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）から指
揮命令を受けない。

③　当該使用人の人事評価は監査等委員である取締役が行い、人事異動、懲戒その他の人事に関
する事項の決定には監査等委員である取締役の同意を得る。

（当該体制の運用状況）
現状は、監査等委員会からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められておりません

が、制度上に上記体制を確保できるようにしております。

⑹　当社の監査等委員である取締役に報告をするための体制及び報告したことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保するための体制

①　監査等委員である取締役は、監査等委員会が定める監査計画に従い、取締役会その他の重要
な会議に出席し、役員及び従業員から重要事項の報告を求めることができる体制を構築する。

②　役員及び従業員は、当社の財務及び業績に重要な影響を及ぼす事項について監査等委員であ
る取締役に報告し、職務の執行に関する法令・定款違反、不正行為の事実を知ったときは監
査等委員である取締役に遅滞なく報告する。

③　当社は、監査等委員である取締役へ報告を行った当社の役員及び従業員に対し、当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

（当該体制の運用状況）
当社では、取締役会、経営会議以外の会議についても監査等委員である取締役が出席し、ま

た、監査等委員会は、役員及び従業員に対して必要に応じ報告を求め、また必要な意見交換や
ヒアリングを実施し、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保しております。
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⑺　その他監査等委員会及び監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制

①　当社の役員及び従業員は、監査等委員会及び監査等委員である取締役の監査に対する理解を
深め、当該監査の環境を整備する。

②　監査等委員である取締役は、代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査担
当及び会計監査人と連携し、適切な意思疎通を行うことにより監査の実効性を確保する。

③　取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、監査等委員である取締役又は監査等委員会
からの適時な報告に対して、真摯に受け止める。

④　監査等委員である取締役がその職務執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、速
やかにそれを処理する。

（当該体制の運用状況）
当社では、取締役（監査等委員である取締役を除く。）とは年に２回程度、意見交換を、ま

た、会計監査人及び内部監査担当とは３か月に１回程度、情報交換を行い、相互の意思疎通や
連携を図っております。また、監査等委員会が監査業務に必要と判断した費用については、会
社の費用負担で専門家等の意見を聴取できることを確保しております。

⑻　反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制
①　当社は、反社会的勢力の排除は、企業に課された重要な社会的責任としての取り組みである

と認識し、そのような団体・個人には、毅然とした態度で臨み、不当・不法な要求には応じ
ず、一切の関係を遮断することを基本方針とする。

②　基本方針を役員及び従業員に周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などからの情報
収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全体
として速やかに対処できる体制、信用調査等の情報活用により、反社会的勢力との接触を事
前に防止できる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
当社は、基本方針を役員及び従業員に周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などか

らの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、組
織全体として速やかに対処できる体制、信用調査等の情報活用により、反社会的勢力との接触
を事前に防止できるように実施しております。
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⑼　財務報告の信頼性確保のための体制
当社は、財務報告の信頼性の確保及び適正な財務諸表を作成するため、金融商品取引法の定

めに従って、適正かつ有効な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切な運用を行う
ことにより、財務報告の信頼性と適正性を確保できる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
当社は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当該財務報

告に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を行っております。

７．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、

特に定めておりません。
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貸　借　対　照　表
（2020年 3 月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,137,870

964,515

159,769

1,397

10,769

1,419

51,278

16,038

9,647

4,261

2,130

8,899

8,899

26,339

5,656

579

9,176

10,927

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 138,372

買 掛 金 13,767
リ ー ス 債 務 823
未 払 金 38,377
未 払 費 用 7,626
未 払 法 人 税 等 55,188
預 り 金 11,356
前 受 収 益 11,234

固 定 負 債 2,842
リ ー ス 債 務 1,676
長 期 前 受 収 益 1,166

負 債 合 計 141,214
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,047,934
資 本 金 149,471
資 本 剰 余 金 204,125

資 本 準 備 金 119,270
そ の 他 資 本 剰 余 金 84,855

利 益 剰 余 金 894,099
そ の 他 利 益 剰 余 金 894,099

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 346
繰 越 利 益 剰 余 金 893,752

自 己 株 式 △199,762
純 資 産 合 計 1,047,934

資 産 合 計 1,189,149 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,189,149
（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 819,128
売 上 原 価 153,209
売 上 総 利 益 665,919
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 392,259
営 業 利 益 273,659
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9
講 演 料 収 入 89 99

営 業 外 費 用
支 払 利 息 120
為 替 差 損 2
自 己 株 式 取 得 費 用 399 522

経 常 利 益 273,236
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 15,399 15,399
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 354
投 資 有 価 証 券 評 価 損 45,134 45,488

税 引 前 当 期 純 利 益 243,147
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 74,391
法 人 税 等 調 整 額 △3,822 70,568
当 期 純 利 益 172,578

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計固 定 資 産

圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 143,601 113,400 84,855 198,255 485 761,323 761,809 △82 1,103,583 1,103,583

当 期 変 動 額
新株の発行（新
株予約権の行
使）

5,870 5,870 5,870 11,740 11,740

固定資産圧縮
積立金の取崩 △138 138 － － －

剰余金の配当 △40,287 △40,287 △40,287 △40,287

当 期 純 利 益 172,578 172,578 172,578 172,578

自己株式の取得 △199,680 △199,680 △199,680

当期変動額合計 5,870 5,870 － 5,870 △138 132,429 132,290 △199,680 △55,649 △55,649

当 期 末 残 高 149,471 119,270 84,855 204,125 346 893,752 894,099 △199,762 1,047,934 1,047,934

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
⑴　原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
⑵　仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

建物附属設備については定額法、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　３～18年
工具、器具及び備品　　２～10年

⑵　無形固定資産
定額法により償却しております。
なお、ソフトウエア（自社利用）は、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によってお

ります。
また、ソフトウエア（市場販売目的）については、見込販売数量に基づく償却額と３年を限度とする残存

有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法によっております。
⑶　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準
貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度は貸倒れの実績がなく、また貸倒懸念債権等もないことから貸倒引当金は計上しており
ません。
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５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

６．未適用の会計基準等
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日）
「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日）
⑴　概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

⑵　適用予定日
2022年３月期より適用予定であります。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当計算書類の作成時において評価中であります。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 12,681千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記
一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 115,133千円
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Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

発行済株式

普通株式（注）１． 5,036,000 102,000 － 5,138,000

自己株式

普通株式（注）２. 28 120,000 － 120,028

（注）１．新株予約権の行使102,000株による増加であります。
２．2019年11月19日に東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNet-3）による自己株式の増

加120,000株であります。

２．当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる
株式の種類及び数
普通株式 22,000株

３．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2 0 1 9 年 ６ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 40百万円 8円 2019年３月31日 2019年６月28日

（注）１株当たり配当額には、上場記念配当３円を含んでおります。
⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議予定 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配当金の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2 0 2 0 年 ６ 月 2 4 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 35百万円 7円 2020年３月31日 2020年６月25日
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Ⅴ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減価償却費 362千円
投資有価証券評価損 13,820千円
未払事業税 3,517千円
税務上の売上認識額 5,419千円
在庫評価損 29千円
敷金及び保証金 399千円

繰延税金資産小計 23,549千円
評価性引当額 △14,219千円

繰延税金資産合計 9,329千円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △153千円
繰延税金負債合計 △153千円
繰延税金資産純額 9,176千円

Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。
売掛金に関する顧客の信用リスクは、取引先の財務状況や取引実績を評価し、それに基づいて取引限度

額の設定・見直しを行うことにより、リスクの低減を図っております。
⑵　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は業務上の関係を有する会社の株式であり、発行体の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等、預り金は、１年以内の支払期日であります。
リース債務は設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理の徹底を行うとともに与信管理規程
に基づき、年１回与信限度額水準の見直しを行い、信用リスクの低減を図っております。

投資有価証券については定期的に発行体の財務状況等の把握を行っております。
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②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各事業グループからの報告に基づき管理グループで資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
③　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに対して、為替予約を利用してヘッジすることを
原則としておりますが、外貨建ての営業債務額が少額のため、為替予約は利用しておりません。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑤　信用リスクの集中
当事業年度（2020年３月期）の決算日現在における営業債権のうち32.0％が特定の大口顧客に対す

るものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 異

資 産

⑴ 現 金 及 び 預 金 964,515 964,515 －

⑵ 売 掛 金 159,769 159,769 －

資 産 計 1,124,284 1,124,284 －

負 債

⑴ 買 掛 金 13,767 13,767 －

⑵ 未 払 金 38,377 38,377 －

⑶ 未 払 法 人 税 等 55,188 55,188 －

⑷ 預 り 金 11,356 11,356 －

⑸ リース債務(１年内返済予定を含む) 2,499 2,488 △10

負 債 計 121,187 121,177 △10

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
○資産

⑴　現金及び預金　⑵　売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。
○負債

⑴　買掛金　⑵　未払金　⑶　未払法人税等　⑷　預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。
⑸　リース債務（１年内返済予定を含む）

時価については、未経過リース料の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 当事業年度
（2020年３月31日）

非 上 場 株 式 5,656

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
時価開示対象とはしておりません。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 208.84円
１株当たり当期純利益 34.12円

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年５月15日
株式会社エーアイ

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 義 仁 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 田 　 啓 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エーアイの2019年４月１日から

2020年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第17期事業年度における取

締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月15日
株 式 会 社 エ ー ア イ 　 監 査 等 委 員 会

常 勤 監 査 等 委 員 栗 原 　 学 ㊞
監 査 等 委 員 杉 山 　 浩 ㊞
監 査 等 委 員 飛 松 純 一 ㊞

（注）監査等委員全員は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であ
ります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
当社は事業拡大による企業価値の向上を最重要政策に位置付けるとともに、株主の皆様への利益還

元を経営上の最重要課題のひとつと考えております。
第17期につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下のとおりとい

たしたいと存じます。
期末配当に関する事項

①　配当財産の種類
金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金7円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は35,125,804円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2020年６月25日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）

２名全員が任期満了となります。つきましては、取締役２名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会から全ての取締役候補者について、適任である旨の意

見を得ております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社の株式数

１

よし
吉

だ
田

だい
大

すけ
介

(1952年３月９日)

1977年 ４月 株式会社大真空入社

792,000株

1980年 ４月 株式会社東洋ハイテック入社
1986年 ４月 ＴＩＳ株式会社入社
1999年 ５月 ＮＴＴアドバンストテクノロジ株式会社入

社
2000年 ４ 月 株式会社国際電気通信基礎技術研究所入社
2003年 ４ 月 当社設立　代表取締役　就任（現任）

【取締役候補者とした理由】
吉田大介氏は、2003年４月の当社設立以来、代表取締役として、音声合成エンジンにおける豊富な

経験と幅広い見識に基づき、経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献しており、当社の更なる成長と
発展のために適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社の株式数

２

ひろ
廣

い
飯

しん
伸

いち
一

(1964年６月30日)

1989年 ４月 株式会社リクルート入社

880,000株

1998年 ５月 ベスコムシステムズ株式会社入社
1999年 ６月 同社取締役　就任
2001年 ６月 同社代表取締役　就任
2001年11月 合併によりアイティーマネージ株式会社取

締役副社長　就任
2002年 ４ 月 株式会社シグナルベース取締役副社長就任
2004年 ６ 月 当社取締役　就任（現任）
2015年 １ 月 当社ビジネスソリューショングループ統括

就任（現任）
【取締役候補者とした理由】

廣飯伸一氏は、2004年６月の当社入社以来、取締役として、音声合成エンジンにおける豊富な経験
と幅広い見識に基づき、当社の主要事業を牽引し、企業価値の向上に貢献しており、当社の更なる成長
と発展のために適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

（注）　各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区神田錦町三丁目22番
TKPガーデンシティPREMIUM神保町
（テラススクエア　３階）
TEL 03－6801－8461

TKPガーデンシティ PREMIUM神保町
（テラススクエア　３階）

神保町駅

竹橋駅

A9

東京パークタワー 神保町三井
ビルディング

東京メトロ半蔵門線

東京メトロ東西線

首都高速都心環状線

都営新宿線

神田警察署

神田警察通り

内堀通り

共立女子学園

皇居東御苑

千
代
田
通
り

一ツ橋

KKRホテル東京

気象庁

東京消防庁

3b

学士会館 神田税務署

交通 三田線・半蔵門線・新宿線神保町駅 　Ａ９出口より 徒歩約２分
東西線竹橋駅 　３ｂ出口より 徒歩約５分

新型コロナウィルス感染症の予防措置として、役員・運営スタッフはマスクを着用させていただ
く場合がありますので、ご理解くださいますようお願い申し上げます。

また当日は、感染拡大予防のため、体温測定、マスク着用、アルコール消毒などの措置をとらせ
ていただく場合がございますので、ご協力賜りますよう、お願い申し上げます。


